
 

 

船橋市立リハビリテーション病院条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、脳血管疾患、脊髄損傷等の患者に対し、回復期のリハビリテーショ

ンを集中的に行い、後遺障害の軽減及び早期の社会復帰を図るとともに、急性期及び維

持期のリハビリテーションを提供する者（以下「リハビリテーション関係者」という。）

との緊密な連携による継続的なリハビリテーションの提供を図り、もって患者及びその

家族の生活の質の向上を図ることを目的としたリハビリテーション病院の設置及び管理

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、「回復期のリハビリテーション」とは、脳血管疾患、脊髄損傷

等の発症後３月以内の状態その他の規則で定める状態の患者に対し、次条第１項に定め

るリハビリテーション病院に入院した日から１８０日以内の期間において、日常生活能

力の向上を目的として医師、看護師、理学療法士、作業療法士等が共同して作成するリ

ハビリテーションプログラムに基づき行うリハビリテーションをいう。 

（設置、名称及び位置） 

第３条 市は、リハビリテーション病院を設置する。 

２ リハビリテーション病院の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 ⑴ 名称 船橋市立リハビリテーション病院 

 ⑵ 位置 船橋市夏見台４丁目２６番１号 

 （診療科目等） 

第４条 船橋市立リハビリテーション病院（以下「リハビリ病院」という。）の診療科目及

び病床数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 診療科目 リハビリテーション科 

 ⑵ 病床数 一般病床２００床 

 （管理の基本方針） 

第５条 リハビリ病院は、回復期のリハビリテーションを行う上で、患者及びその家族の

視点に立って最適なサービスを提供するとともに、効率的な管理を行うことを基本とし

て管理されなければならない。 

 （業務） 



 

 

第６条 リハビリ病院は、次に掲げる業務を行う。 

 ⑴ 診療に関すること。 

⑵ リハビリテーション関係者との業務の連携の強化及びリハビリテーション関係者に

対する研修、助言その他の支援に関すること。 

⑶ その他市長が特に必要があると認めること。 

 （指定管理者による管理） 

第７条 リハビリ病院の管理は、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指

定管理者」という。）にこれを行わせる。 

 （指定管理者が行う業務） 

第８条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

 ⑴ 第６条各号に掲げる業務に関すること。 

⑵ リハビリ病院の利用の許可に関すること。 

⑶ 第１８条の規定により算定した診療費及び個室の利用料の収受に関すること。 

⑷ リハビリ病院の施設及び設備の維持管理に関すること。 

⑸ その他リハビリ病院の運営に関する事務のうち、市長が必要があると認めるもの 

（指定管理者の指定の申請） 

第９条 第７条の規定による指定を受けようとするものは、規則で定める申請書に次に掲

げる書類を添えて、当該指定について市長に申請しなければならない。 

 ⑴ リハビリ病院の事業計画書 

 ⑵ その他規則で定める書類 

 （指定管理者の指定） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請があったときは、次の各号のいずれにも該当す

るもののうちから指定管理者の候補者を選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定し

なければならない。 

⑴ 事業計画書によるリハビリ病院の管理が利用者の平等な利用を確保し、サービスの

向上が図られるものであること。 

 ⑵ 事業計画書の内容がリハビリ病院の効用を最大限に発揮させ、かつ、効率的な管理

が図られるものであること。 

⑶ 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

 ⑷ 関係法令等を遵守するものであること。 



 

 

（事業報告書の作成及び提出） 

第１１条 指定管理者は、毎年度終了後６０日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報

告書を作成し、市長に提出しなければならない。ただし、年度の途中において指定を取

り消されたときは、その取り消された日から起算して６０日以内に当該年度の当該日ま

での間の事業報告書を提出しなければならない。 

⑴ リハビリ病院の管理の実施状況及び利用状況 

 ⑵ リハビリ病院の管理に係る収支状況 

 ⑶ その他リハビリ病院の管理の実態を把握するため、市長が必要があると認める事項 

（管理の透明性） 

第１２条 指定管理者は、その管理の内容を公表すること等を通じて、その管理の状況を

明らかにするよう努めなければならない。 

（管理の実績の評価等） 

第１３条 市長は、第５条に規定する管理の基本方針に沿った管理を実現するため、規則

で定めるところにより、指定管理者の管理の実績について、評価を行わなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定によりリハビリ病院が達成すべき管理に関する中期的な目標（以

下「中期目標」という。）を定め、並びに中期目標に係る目標達成期間（当該目標を達成

しようとする期間をいう。）及び毎事業年度における管理の実績の評価を行うものとする。 

３ 指定管理者は、中期目標に基づく行動計画を定め、市長の承認を受け、並びに毎事業

年度の目標及び行動計画を定め、市長に届け出なければならない。 

（入院診療） 

第１４条 リハビリ病院の入院患者の診療に当たっては、医師等の従事者の配置基準その

他の事項が規則で定める基準を満たすとともに、特段の事情のない限り毎日リハビリテ

ーションを実施しなければならない。 

 （外来診療） 

第１５条 リハビリ病院の外来患者の診療（以下「外来診療」という。）は、リハビリ病院

を退院した者で退院の日以後において診療が必要となったもの及びこれに準ずる者で他

の病院又は診療所から紹介されたものその他市長が定める者を対象として行うものとす

る。 

２ 外来診療の受付時間は、午前８時３０分から午後４時までとする。 



 

 

３ 外来診療の時間は、午前９時から午後５時までとする。 

４ 前２項に規定する外来診療の受付時間及び時間について、指定管理者は、必要がある

と認めるときは、市長の承認を得て臨時にこれらを変更することができる。 

５ 外来診療の休診日は、次に掲げるとおりとする。ただし、指定管理者は、必要がある

と認めるときは、市長の承認を得て臨時にこれを変更し、又は休診日を設けることがで

きる。 

⑴ 日曜日 

 ⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前２号に掲げる日を除く。） 

（利用の許可） 

第１６条 リハビリ病院を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければなら

ない。 

 （退院命令） 

第１７条 指定管理者は、入院患者が次の各号のいずれかに該当するときは、退院を命ず

ることができる。 

 ⑴ 診療の必要がないと認めるとき。 

 ⑵ リハビリ病院内の秩序を乱し、又は指定管理者の指示に従わないとき。 

⑶ 正当な理由がなく次条の規定により算定した診療費及び個室の利用料を滞納したと

き。 

 ⑷ その他指定管理者が入院を不適当と認めるとき。 

（診療費等） 

第１８条 診察料、入院料、処置料、投薬料その他の診療費（以下「診療費」という。）の

額は、次の各号に定める基準（以下「診療報酬算定方法」という。）に基づき算定した額

とする。ただし、診療報酬算定方法により算定しがたいものは、別表第１に定める額と

する。 

⑴ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項の規定により厚生労働大臣

が定める健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法（平成６年厚生省

告示第５４号） 

⑵ 健康保険法第８５条第２項の規定により厚生労働大臣が定める入院時食事療養費に

係る食事療養の費用の額の算定に関する基準（平成６年厚生省告示第２３７号） 



 

 

⑶ 老人保健法（昭和５７年法律第８０号）第３０条第１項の規定により厚生労働大臣

が定める老人保健法の規定による医療に要する費用の額の算定に関する基準（平成６

年厚生省告示第７２号） 

⑷ 老人保健法第３１条の２第２項の規定により厚生労働大臣が定める老人入院時食事

療養費に係る食事療養の費用の額の算定に関する基準（平成６年厚生省告示第２５３

号） 

２ 個室の利用料の額は、別表第２に定める額の範囲内で指定管理者が市長の承認を得て

定めた額とする。 

３ 診断書等の交付に要する手数料の額は、別表第３に定める額とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第６条第１項の

規定により消費税を課されないこととなるもの以外のものに係る診療費及び個室の利用

料の額は第１項及び第２項の規定により算定した額の合計額に、診断書等の交付に要す

る手数料の額は前項の規定により算定した額にそれぞれこれらの額に１００分の５を乗

じて得た額（１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を加えた額とする。 

 （診療費等の納付） 

第１９条 前条の規定により算定した診断書等の交付に要する手数料は、市長に納付しな

ければならない。 

２ 前条の規定により算定した診療費及び個室の利用料（以下これらをこの項において「利

用料」という。）は、診療のつど指定管理者に支払わなければならない。ただし、指定管

理者が必要があると認めるときは、利用料の支払期日を延期し、又は分割して支払わせ

ることができる。 

 （診療費及び個室の利用料の収入） 

第２０条 第１８条の規定により算定した診療費及び個室の利用料は、指定管理者の収入

とする。 

 （損害賠償） 

第２１条 指定管理者又はリハビリ病院の施設を利用した者が施設又は設備を損傷し、又

は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない

理由があると認めるときは、賠償額を減額し、又は免除することができる。 

 （秘密保持義務） 

第２２条 指定管理者及びリハビリ病院の業務に従事している者（指定管理者からリハビ



 

 

リ病院の業務に関し委託を受けた者及びその委託業務に従事している者を含む。以下「従

事者」という。）は、リハビリ病院の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の

利益のために利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を

取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同様とする。 

 （委任） 

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第７条の規定による指定管理者の指定に関し必要な手続は、この条例の施行前におい

ても、第９条及び第１０条の規定の例により行うことができる。 

（経過措置） 

３ 第４条第２号の規定にかかわらず、この条例の施行の日から平成２３年３月３１日ま

での間のリハビリ病院の利用に供する病床数は、指定管理者が市長の承認を得て定める

病床数とする。 

別表第１ 

種別 単位 金額 

１ 予防接種料 １回 ５，０００円以内で市長が定める

額 

２ 自動車損害賠償責任保険に係る

者の診療費 

１件 診療報酬算定方法に定める所定点

数に２０円を乗じて得た額 

３ 診療等に特別な経費を要したと

き 

１件 実費 

 

４ 非紹介患者初診加算料（緊急そ

の他やむを得ない事情がある場合

を除く。） 

１回 ７５０円 

５ 前各号に定めるもののほか一般 

診療費 

１件 診療報酬算定方法に定める所定点 

数に１５円を乗じて得た額 

別表第２ 

金額（１日につき） 室名 

市内に住所を有する者 市外に住所を有する者 

個室 ２５，０００円 ３７，５００円 

別表第３ 



 

 

種別 金額（１通につき） 

普通診断書 １，５００円 

特別診断書 ３，０００円 

死亡診断書 ２，０００円 

普通証明書 １，０００円 

特別証明書 ２，０００円 

 


